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保育料の他市比較資料 子育て支援課

順位 市町村名 保育料月額(円) 備考 順位 市町村名 保育料月額(円) 備考

1 大川市 18,300 16 北九州市 49,800

2 みやま市 36,000 17 行橋市 50,000

3 豊前市 38,000 18 宮若市 50,110

4 嘉麻市 41,480 19 小郡市 52,000

5 中間市 43,000 20 大野城市 52,700

5 八女市 43,000 21 古賀市 52,740

7 柳川市 44,000 22 筑紫野市 53,000

8 福岡市 44,600 23 糸島市 54,000

9 久留米市 45,600 24 朝倉市 56,600

10 筑後市 46,500 25 福津市 56,750

11 大牟田市 47,000 26 宗像市 61,000 国基準額と同額

12 田川市 47,500 26 春日市 61,000 国基準額と同額

13 うきは市 48,000 26 太宰府市 61,000 国基準額と同額

14 直方市 48,800

14 飯塚市 48,800

※福岡県内の政令市を含む28都市を比較。比較基準　市町村民税所得割額１９万８千円　１歳児　第１子　標準時間利用
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環境対策課

容量（ℓ） 単価（円） 容量（ℓ） 単価（円） 容量（ℓ） 単価（円）

北九州市 45 500 30 330 20 220 

福岡市 45 450 30 300 15 150 

大牟田市 40 400 25 250 15 150 

飯塚市 45 700 30 400 15 200 

田川市 49 400 30 300 18 200 

行橋市 45 620 30 410 15 200 

春日市 45 450 30 300 15 150 

大野城市 45 450 30 300 15 150 

宗像市 45 640 35 420 25 300 

太宰府市 45 450 30 300 15 150 

古賀市 45 617 30 359 20 205 

福津市 45 550 30 400 15 225 

うきは市 50 200 35 150 ― ―

宮若市 45 840 20 682 ― ―

嘉麻市 50 540 30 324 15 162 

糸島市 60 540 35 270 ― ―

※上記数値等はH30年3月5日現在の各市ホームページから引用（家庭用ごみ袋のみ）

ごみ袋（大） ごみ袋（中） ごみ袋（小）
都市名

ごみ袋代の他市比較資料
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全ての基金の運用状況について（基金ごとの預金、債券、貸付金などの現状） 財政課

（単位：千円）

運用収入 利子収入 計 運用収入 利子収入 計 運用収入 利子収入 計

財政調整基金 59,805 10,718 70,523 57,512 10,269 67,781 52,091 8,909 61,000 

減債基金 41,511 7,377 48,888 39,872 7,120 46,992 41,755 7,085 48,840 

地域振興基金 25,682 4,688 30,370 24,530 4,380 28,910 24,928 4,228 29,156 

人材育成基金 748 136 884 714 127 841 636 108 744 

飯塚霊園施設管理基金 1,695 309 2,004 1,619 289 1,908 1,689 287 1,976 

かんがい施設整備基金 17,653 3,222 20,875 16,889 3,016 19,905 16,934 2,872 19,806 

公園等施設整備基金 182 33 215 173 31 204 176 29 205 

ふるさと水と土保全基金 700 127 827 668 119 787 679 115 794 

環境保全推進基金 529 99 628 402 77 479 412 73 485 

サンビレッジ茜整備基金 142 26 168 137 25 162 140 24 164 

調整池施設管理基金 22 5 27 22 4 26 22 4 26 

計 148,669 26,740 175,409 142,538 25,457 167,995 139,462 23,734 163,196 

土地開発基金 0 1,671 1,671 0 1,271 1,271 0 720 720 

高額療養費支払資金貸付基金 0 5 5 0 3 3 0 3 3 

奨学資金貸付基金 0 549 549 0 55 55 0 96 96 

計 0 2,225 2,225 0 1,329 1,329 0 819 819 

148,669 28,965 177,634 142,538 26,786 169,324 139,462 24,553 164,015 

※運用収入は、国債の運用による収入。利子収入は、大口定期預金や普通預金による収入。

総計

H28当初予算 H29当初予算 H30当初予算

積
立
基
金

運
用
基
金

- 7 -



学校教育課

（Ｈ29.6調査）

利用料（1ヶ月） 備考 利用料 備考

飯塚市 4,000円 月額1,000円/(延長60分） 月額500円/(延長30分）

大牟田市 7,000円 ― 延長を行っていない

直方市 5,000円 上限月額3,000円 1回では300円

田川市 4,500円

 ※料金設定が日ごと（平日150円/日・
土曜等300円/日）となっているため1ヶ
月( 8月除)で換算した額

― 延長を行っていない

春日市 6,000円 上限月額2,000円 1回では200円

大野城市 4,680円 月額2,000円

嘉麻市 3,000円 ― 延長を行っていない

糸島市 5,800円 月額2,000円

※飯塚市近隣市及び人口10万前後の市

市名
延長通常

児童クラブ利用料の他市比較資料
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飯塚自衛隊協力会の活動状況                                 議会事務局 

                                              防災安全課 

 

 飯塚自衛隊協力会第 53回（平成 29年度）定期総会資料より抜粋 

 

・自衛隊の記念行事及びその他の諸行事に必要な協力     

・自衛隊の広報等に関する必要な協力 

・自衛隊の見学、体験入隊及び懇談会等の開催        

・自衛隊の演習訓練に必要な協力 

・自衛隊員募集に関する必要な協力             

・自衛隊定年者の再就職に必要な協力 

・自衛隊員の隊外生活に関する必要な協力          

・地区出身隊員の慰問激励 

・本協力会の目的達成に必要な事項 
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穂波庁舎改修工事の概要                                穂波支所市民窓口課 

 

（単位：千円） 

事業名 金額 備考 

穂波庁舎改修工事設計委託 7,077  

 

 穂波庁舎は穂波地区の行政サービスの拠点であり支所機能とともに、企業局、健幸・スポーツ課の本庁として機能を果たしています

が、建築から 22 年が経過し、外壁の破損や屋根鋼板の腐食により、保健センター等に雨漏りが発生していることから、改修工事を実施

するために平成 30 年度に穂波庁舎改修工事の実施設計を行うものです。 

 

今後の予定 

平成 31 年度 穂波庁舎改修工事（屋根・とい、防水、外装の改修工事） 
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本庁舎案内等業務委託料の根拠 総務課 

 

項目 積算 

総合案内 1人×244日×8.75時間＝2,135時間 

フロアマネージャー 

 

 

 

 

① 通常時       (終日    ：1人) 

② 繁忙時間帯     (10:00～15:00：1人) 

③ 木曜延長      (17:15～19:00：1人) 

④ ４・６・３月 月曜日( 9:00～14:00：1人) 

             合計 3,962.5時間 

電話交換 3人×244日×7.75時間＝5,673時間 

管理費 12月 
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本庁舎駐車場有料化にいたる経過 総務課 

 

１ 平成 21年 12月に策定の飯塚市行財政改革実施計画〔第一次改訂版〕において、当時も来庁者以外の駐車も見受けられたことから平成 21年

度から「来庁者駐車場の有料化の検討」の項目を設け、平成 24年度の有料化を目標とし検討を開始。 

 

２ 平成 25 年 9 月に策定の第二次行財政改革前期実施計画では、平成 24 年度に現在地での新庁舎の建設が決定したことから有料化は新庁舎建

設後の平成 30年度に実施することで計画。 

 

３ 新庁舎建設事業で平成 30年度に第 3駐車場の有料化を計画していたが、新庁舎開庁後、駐車場不足が慢性的になり、来庁者以外の駐車を抑

制するため 1年前倒して平成 29年度に有料化のための工事を実施。 
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伊岐須会館管理運営費補助金の内訳 人権・同和政策課

（単位：円）

費　　目 平成30年度 費　　目 平成30年度

管理人人件費 2,631,390 使用料収入 330,000 

光熱水費 971,000 光熱水費負担金 90,000 

維持補修費 200,000 

施設管理消耗品費 50,000 

通信運搬費 57,000 

小計① 3,909,390 小計② 420,000 

補助金額（①－②） 3,489,390 
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ふるさと応援寄付事業費の根拠 まちづくり推進課

（単位：千円）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額
04 共済費 社会保険料 228 114 114 0 0 0 0 0 0
07 賃金 臨時職員賃金 1,549 767 782 0 0 0 0 0 0

記念品料 238,063 120,000 118,063 58,132 58,376 5,054 5,334 1,750 5,151

イベント出演者等謝礼金 385 0 385 0 0 0 0 0 0
09 旅費 普通旅費 1,675 428 1,247 168 167 159 136 157 137

消耗品費 988 281 707 335 216 131 131 118 113

印刷製本費 5,464 2,821 2,643 2,098 1,953 31 29 0 0

修繕料 184 0 184 0 0 0 0 0 0

通信運搬費 6,523 4,528 1,995 3,665 1,905 481 406 196 352

広告料 2,300 764 1,536 440 460 40 20 40 10

口座振替手数料 62 120 △ 58 119 32 40 32 15 40

クレジットカード決済手数料 3,208 2,612 596 1,068 1,160 189 0 0 0

ふるさと応援寄付金事務代行手数料 69,984 48,600 21,384 19,500 26,056 2,520 968 0 0

文書発送手数料 2,313 670 1,643 522 593 470 504 350 496
13 委託料

映像作成委託料 0 4,650 △ 4,650 0 0 0 0 0 0

著作権料 162 17 145 0 0 0 0 0 0

会場借上料 648 0 648 0 0 0 0 0 0
19 負担金補助

及び交付金 諸会負担金 30 20 10 20 8 20 8 20 8

歳出計 333,766 186,392 147,374 86,067 90,926 9,135 7,568 2,646 6,307

歳入 550,000 300,000 250,000 150,000 176,052 19,000 27,949 6,000 21,731

経費割合 60.68% 62.13% -1.45% 57.38% 51.65% 48.08% 27.08% 44.10% 29.02%

14 使用料及び
賃借料

08 報償費

11 需用費

12 役務費

02 01 05 12 ふるさと応
援寄附事業
【義務】

款 項 目 中事業 節
H27 H26

細節
H30

当初予算額
H29

当初予算額
増減額

（H30-H29）
H28
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○ふるさと応援寄附金事務代行手数料

H30寄附
見込額

申込サイト利用
手数料

事務代行利用
手数料

金額
（税込）

ふるさとチョイス 230,000千円 寄附額の2％ 寄附額の7％ 22,356千円

楽天ふるさと納税 90,000千円 寄附額の10％ 寄附額の7％ 16,524千円

さとふる 170,000千円 寄附額の12％ 利用しない 22,032千円

新規申込サイト 60,000千円 寄附額の7％見込 寄附額の7％ 9,072千円

合計 550,000千円 69,984千円

○ふるさと応援寄附金　記念品料

項目
H30寄附
見込額

お礼の品送付
見込件数

単価 見込額 税込額

返礼品代(税込) 550,000千円 34,167件 寄附額の30% 165,000千円 165,000千円

送料(関東圏のクール便140サイズ＋送り状代で試算・税別) 34,167件 1,980円 67,651千円 73,063千円

合計 238,063千円

ふるさと納税申込利用サイト

項目
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Ø 

Ø 

Ø 

Ø 

Ø 

Ø 

Ø 
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コミュニティバス等運行事業に関する資料（利用状況及び事業検討等に関する資料）

≪１≫コミュニティ交通の利用状況について

【１】予約乗合タクシー

(１)登録者状況 平成３０年２月末現在

（人） （人） （平成２４年４月１日～平成３０年２月２８日）

※端数処理のため、各割合の計は一致しない場合がある。

まちづくり推進課

10,637①予約乗合タクシー登録者総数 （累計）

9 0.08%

２，６０１回～２，７００回

6

3

3

1１，４０１回～１，５００回

1

：0.23%

1

④予約乗合タクシー乗合乗車件数（平成２９年１１月）

１，５０１回～１，６００回

0.19% 0.30%

11 5 8

割合 70.05% 21.74% 5.61% 1.34% 0.37% 0.41%

５人 ６人 ７人 ８人

件数 1,885 585 151 36 10

3 0.03%

乗合人数 １人 ２人 ３人 ４人

７０１回～８００回

４０１回～５００回

12

８０１回～９００回頻度

９０代～ 0.11%

１，００１回～１，１００回

１，１０１回～１，２００回

１，２０１回～１，３００回

：

９０１回～１，０００回

６０１回～７００回 24

0.36%

0.22%

890

８０代 1,062 2,275

1,235

２０１回～３００回 123

3,337

576５０代 210

７０代 846 1,800 2,646

2,986

366

５０１回～６００回 23

38

３０１回～４００回

815

４０代

１回～１００回

合計

28.07%

１０１回～２００回

1.16%207 303

利用者数 割合

64 0.60%

510

利用なし 7,043 66.21%

297 2.79%

女性

～１０代 396 441 837

３０代 106 202 308

298 0.06%

0.03%

0.03%

②年代別登録数（累計） ③利用頻度（累計）

年代

２０代 136 162

男性

0.00%

0.01%

0.01%

0.00%

0.01%307 583

６０代 420
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①乗車利用（上位１０件） （人） 降車利用（上位１０件） （人） カテゴリー別利用（上位１０件）（人）

②運行地区別 利用目的施設（上位11件）

857

532

2,094

公民館 2,623

10 済生会（筑穂地区） 396 10 西鉄 坂の下バス停 451 10 診療所

8 スーパー 2,761

9 市立病院（鎮西） 430 9 ハローデイ九工大前店 457 9

8 JR桂川駅 472 8 西鉄八木山本村停

2,883

7 ハローデイ九工大前店 554 7 スーパー川食筑穂店 648 7 その他商業施設 2,860

その他 3,185

6 その他病院・医療施設6 市立病院（穂波） 571 6 JR筑前大分駅 654

4 大型商業施設 3,377

5 JR筑前大分駅 595 5 市立病院（鎮西） 743 5

4 スーパー川食筑穂店 807 4 西鉄 蓮台寺 バス停

6,035

3 鎮西中学校 956 3 JR桂川駅 869 3 駅 3,786

総合病院 6,136

2 バス停2 イオン穂波店 1,306 2 イオン穂波店 1,078

カテゴリー 利用数

1 八木山小学校内 1,468 1 市立病院（穂波） 1,130 1

（２）乗降場利用状況（平成２８年度）

乗車場所 利用数 降車場所 利用数
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【２】コミュニティバス

（１）各路線最大乗車区間（平成２８年度）

（２）運行便別利用者数

運行便別利用者数（Ｈ２８年４月～Ｈ２９年３月計）

【３】街なか循環バス

（１）最大乗車区間（平成２８年度）

（２）運行便別利用者数

▼ 運行便別利用者数（Ｈ２８年４月～Ｈ２９年３月計）

２便 菰田駅通り～イオン穂波店 ２３人

筑穂・飯塚線 平成２９年３月２２日 ２便 津原橋～コメリ飯塚店 ２２人

便 区 間 乗車人数

頴田・飯塚線 平成２８年２月２８日 ２便 二瀬公民館～イオン穂波店

月 日

１４人

庄内・飯塚線 平成２８年４月６日 ３便 穂波庁舎～市立病院 １６人

路線名 月 日 便 区 間 乗車人数

平成２８年８月１０日
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≪２≫平成30年度飯塚市コミュニティ交通運行計画に関する各種会議について

(1)飯塚市地域公共交通協議会・飯塚市地域公共交通会議

(2)関係部署会議

平成29年7月27日
コミュニティ交通の概要
平成28年度コミュニティ交通の利用状況

平成30年2月2日 地域公共交通確保維持改善事業に伴う事業評価について

委員構成
　飯塚市（行政経営部長、都市建設部長）、西鉄バス筑豊㈱、ＪＲ九州バス㈱、九州旅客鉄道㈱、筑豊地区タクシー協会、国交省北九州国道事務
所、飯塚県土整備事務所、近畿大学産業理工学部、飯塚警察署、福岡県、市民代表、飯塚市社会福祉協議会、飯塚市老人クラブ連合会、飯塚市身
体障がい者福祉協会、飯塚市商工会議所、飯塚市商工会、福岡県バス協会、西鉄グループバス労働組合、福岡運輸支局

平成29年11月6日
平成29年度コミュニティ交通の利用状況
平成30年度コミュニティ交通の運行について

平成29年12月4日 平成30年度コミュニティ交通の運行について

日程

部長会議

平成29年9月13日
第1回関係部課長会議
（行政経営部・経済部・都市建設部・市民協働部）

平成29年9月27日
第2回関係部課長会議
（行政経営部・経済部・都市建設部・市民協働部）

日程 会議名

平成29年9月7日
関係部署会議【実務者】
（商工観光課・総合政策課・都市計画課・まちづくり推進課）

平成29年10月27日 庁議

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画

平成29年10月5日
第3回関係部課長会議
（行政経営部・経済部・都市建設部・市民協働部）

平成29年10月20日

会議名

第34回飯塚市地域公共交通協議会
第20回飯塚市地域公共交通会議

第35回飯塚市地域公共交通協議会
第21回飯塚市地域公共交通会議

第36回飯塚市地域公共交通協議会
第22回飯塚市地域公共交通会議

第37回飯塚市地域公共交通協議会
第23回飯塚市地域公共交通会議

協議内容

協議内容

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画

平成30年度以降のコミュニティ交通運行計画
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（３）飯塚旅客自動車協同組合協議

（市内タクシー事業者）

平成30年3月8日 飯塚旅客自動車協同組合理事会

平成29年11月8日 飯塚旅客自動車協同組合理事会

平成30年1月9日

日程 会議名

飯塚旅客自動車協同組合理事会

次年度以降のコミュニティ交通の運行について

次年度以降のコミュニティ交通の運行について

平成29年4月10日 飯塚旅客自動車協同組合理事会

次年度以降のコミュニティ交通の運行について

協議内容

コミュニティ交通の利便性向上について

- 27 -



菰田地区活性化事業の経緯と今後の予定 

 

１ 菰田地区にかかる経緯 

平成 22年 4月 ●都市計画マスタープラン策定 

拠点連携型都市を都市目標像に掲げ、菰田地区を飯

塚地区、新飯塚地区とともに本市の中心拠点に位置

づけ 

平成 24年 3月 ●中心市街地活性化基本計画の認定 

菰田地区については、具体的な事業に乏しく活性化

が図れないとの国の指摘を受け、中心市街地区域か

ら除外 

平成 25年 8月 ●菰田自治会長会等が要望書提出 

飯塚駅前広場の整備について（要望書） 

菰田地区活性化の阻害要因であった炭都ビルが撤去

された暁には、駅前広場等の公共用地として市が購

入し、駅前の景観向上、駅前広場の効果的な改善に向

け、活用される旨の要望（同様の文書が飯塚炭都市場

商業協同組合、アクティブ菰田からも提出される） 

平成 26年 9月 ●炭都ビル跡地の土地開発公社購入 

炭都ビル跡地の用地買収完了（H26.4～用地交渉） 

平成 26年 9月 ●菰田自治会長会が要望書提出 

卸売市場の有効活用についての要望書（10 地区自治

会長連名） 

卸売市場の移転、跡地の住宅地としての再開発（定住

人口の増加）に活用される旨の要望 

都市施設整備推進室 

 

 

 

平成 28年 8月 

～平成 29年 3月 

●中心拠点（菰田地区）活性化基本方針検討業務委託 

飯塚駅周辺地区の一体的な整備の可能性について検

証し、本市が講ずべき誘導施策に関する基本方針を

検討するもの 

平成 28年 11月 ●近畿大学九州短期大学が要望書提出 

卸売市場移転の際は、近短大の移転先として、現短大

敷地と交換を考えて欲しい旨の要望 

平成 29年 1月 ●立地適正化計画策定 

菰田地区は「居住誘導区域」であると同時に「都市機

能誘導区域」としており、特にＪＲ飯塚駅とその周辺

は、中心拠点の１つとして位置づける 

平成 30年 2月 ●JR飯塚駅周辺地区活性化を考える会設立 

 

２ 今後の予定 

  平成 29 年度に設立した JR 飯塚駅周辺地区活性化を考える会を平成

30年度にかけて開催し、地域住民の意見を参考にしながら、菰田地区活

性化基本方針策定支援業務を委託するとともに土地価格調査・測量調査

を行い、平成 30年度末に基本方針を策定する。 

  新卸売市場の開場は平成 33 年 4 月を目指しており、卸売市場移転後

の土地活用はその期間に合わせて計画を進めていく。 
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同和対策推進団体の認定基準と該当団体一覧

・同和対策推進団体の認定基準

　飯塚市同和対策推進団体補助金交付要綱（抜粋）　【平成27年7月13日告示】

　(趣旨)

　（対象団体）

　第2条　補助金の交付対象となる団体は、次条に規定する事業を行う団体で、市長が認めた団体とする。

　 (補助の対象)

　(1)　同和地区自立支援推進活動（市の施策に係る連絡調整等同和地区住民の自立支援活動に関するもの）

　(2)　人権・同和問題啓発推進活動

　(3)　その他市長が適当と認めた事業

　附　則

・該当団体一覧

　部落解放同盟飯塚市協議会

　全日本同和会福岡県連合会飯塚支部協議会

人権・同和政策課

　第1条　この告示は、同和地区における住民の自主的、組織的な教育活動を促進し、住民自らの教育水準、福祉の向上を図るため
　　人権・同和行政と整合性を保ち、同和問題の速やかな解決に資するための費用について、同和対策の推進に資する団体(以下
　「団体」という。) に対して補助金を交付することについて、飯塚市補助金等交付規則(平成18年飯塚市規則第54号)に定めるも
　　ののほか、必要な事項を定めるものとする。

　第3条　補助の対象となる経費は、次に掲げる活動及び事業に要する経費並びに団体の運営に要する経費のうち市長が認めたもの
　　とする。

　　この告示は、告示の日から施行し、平成27年4月1日から適用する。
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来庁者駐車場等周辺整備工事の内訳 総務課 

 

平成 30年度当初予算計上額：176,000千円 

 

 公用車車庫等建設工事   

 （１）マイクロバス等車庫棟 184㎡ 

マイクロバス、消防車、防災倉庫等 

 （２）一般公用車ガレージ 1,067㎡ 

103台分 

 （３）職員駐輪場 45㎡ 
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日本非核宣言自治体協議会の活動状況 
防災安全課 
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交流センターの整備事業について地元との協議経過
地域拠点施設整備室

21日
まち協
事務局長

11日 ＷＧ

19日 ＷＧ

自治会長 2日 ＷＧ 16日 ＷＧ

まち協会長 15日
まち協

運営委員会

3日 県公園街路課

3日 まち協役員 2日 ＷＧ

9日 ＷＧ

19日 まち協役員会 25日 ＷＧ しいの木公園敷で決定

28日 分団長 消防団車庫移設について

6日 自治会長会 5日 ＷＧ 17日 まち協役員会 4日
まち協

運営委員会 しいの木公園敷で決定

18日 まち協役員会

11日
道代ＰＭ
管理人

26日
まち協
臨時総会 しいの木公園敷で承認

15日 自治会長会 7日 まち協役員

15日 － 朝の登校時を視察

9日 まち協会長

4月
これまでの経緯の確認
今後の協議方針を説明

三中跡地建設の検討結果を
報告
しいの木公園敷への建設が
可能か確認依頼

二瀬交流センター 菰田交流センター 立岩交流センター 飯塚東交流センター 鯰田交流センター

13日

今後の検討課題に関する協
議（設計ＷＧ設置等）

9月
整備方針案・スケジュール
について説明

5月 延床面積等に関する協議

6月
整備方針案の説明 延床面積の確定

7月

11月

しいの木公園敷への交流セ
ンター建設について確認

8月

整備方針（耐震診断・補
強）について説明

しいの木公園敷へ建設可能
な旨報告
浸水や横断歩道、敷地が狭
い等の問題点の整理

10月

整備方針（耐震診断・補
強）・スケジュールについ
て説明

基本設計図（案）に関する
説明（以降随時）

整備方針（耐震診断・補
強）・スケジュールについ
て説明

整備概要について説明
周知時期等について確認

12月

整備方針案・スケジュール
について説明

飯塚東小学校裏門にて通学
路の危険箇所について説明
を受ける

1月
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全国基地協議会の活動状況                                税務課 

 

１ 全国基地協議会の目的（会規約第４条） 

   国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する調査研究並びにその具体的解決策を強力に推進すること。 

 

２ 活動内容等（平成 29年 7月 28日開催 定期総会資料及び会規約より抜粋） 

   ・国有提供施設等所在市町村の実態調査並びに研修 

   ・国有提供施設等の所在に伴う税収の欠陥に関する対策 

   ・国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する個別要望事項を取りまとめ、関係各省と意見交換を行う 

   ・加盟都市町村の基地対策担当者を対象に全国基地周辺対策実務中央研修会を開催 

  ・関係各省幹部等に対し、来年度基地関係予算確保のための実行運動を行う 

   ・本会の目的達成に必要な事項 

 

３ 全国基地協議会負担金（飯塚市） 

    税務総務費  2,000円 

          （内訳：均等割 1,000円、交付金割 1,000円） 

 

４ 規約  別紙のとおり 
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個人番号カード関連事務委任交付金の内訳                                   市民課 

 

1 平成 30年度通知カード・個人番号カード関連事務等の委任に係る交付金について 

（1）平成 30年度交付金見込み額 

  12,758,992千円 

  

（2）飯塚市の交付金額 

人口

（H29.1.1） 

Ｈ30年度政府予算 

相当交付金見込み額 

(約 127.6億円) 

（Ａ） 

Ｈ29年度政府予算

繰越見込み相当額 

(約 126.1億円) 

（Ｂ） 

Ｈ30年度交付金 

上限見込み額 

(約 253.7億円) 

(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ) 

130,092 12,977,000 12,824,000 25,801,000 

なお、交付金に対しては、国庫補助金 10／10となります。 

 

2 地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）の組織概要 

（1）法人名  

地方公共団体情報システム機構 

 

（2）設立年月日 

  平成 26年 4月 1日 

 

（3）法人代表者 

  吉本 和彦 

 

（4）所在地 

  東京都千代田区一番町 25番地 

 

（5）地方公共団体情報システム機構の目的（地方公共団体情報システム機構法第 1 条） 

・ 地方公共団体が共同して運営する組織として、住民基本台帳法、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律及び

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による事務を行う。 

・ 地方公共団体の情報システムに関する事務を地方公共団体に代わって行うとともに、地方公共団体に対してその情報システムに関する支援を

行う。 

【算出方法】 

 Ａ：通知カード・個人番号カード関連事務及び認証業務関連事務

に要する費用に相当する金額の総額 

 Ｂ１：全国の住民基本台帳人口(平成 29年 1月 1日現在) 

 Ｂ２：各市区町村の住民基本台帳人口(平成 29年 1月 1日現在) 

 

 各市区町村の交付金額＝Ａ×   （千円単位で四捨五入） 
Ｂ２

Ｂ１
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監査委員及び監査事務局の活動状況 監査事務局

平成30年度監査実施計画(平成30年3月2日現在）

1 　定期監査

2 　決算審査

3 　財政援助団体監査

4 　指定管理者監査

5 　例月現金出納検査

　　　（伝票検査）

6 　例月現金出納検査

7 　追跡調査

8 　行政監査

　6施設

　3部13課1室1事業所

　　市民協働部　　人権•同和政策課、男女共同参画推進課、まちづくり推進課、健幸•スポーツ課、地域拠点施設整備室

　　総務部　　　　総務課、防災安全課、人事課、秘書広報課、情報推進課、契約課

　　経済部　　　　公営競技事業所、産学振興課、商工観光課、農林振興課

　公営企業会計

　一般会計及び11特別会計

　3団体

　　社会福祉協議会、解放同盟飯塚市協議会、観光協会

　　サン·アビリティーズいいづか、飯塚市リサイクルプラザ工房棟、飯塚市斎場、飯塚市穂波福祉総合センター

　　飯塚市立体駐車場・本町駐車場・東町駐車場、飯塚市立図書館（飯塚・筑穂・庄内）

　28課2室4事務局4支所

　毎月1回

　該当各課
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生活困窮者自立相談支援等業務の内容と委託先及び委託料の根拠                 生活支援課 

 

１ 業務の概要 

   生活困窮者自立支援法に基づく生活困窮者自立相談支援事業を穂波支所１階「生活自立支援相談室」において行う。 

生活困窮者からの就労その他の自立に関する相談を受け、 

・生活困窮者の抱えている課題を評価・分析（アセスメント）し、そのニーズを把握 

・ニーズに応じた支援が計画的、継続的に行われるよう自立支援計画を策定 

・自立支援計画に基づく各種支援が包括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を実施 

等の業務を行う。生活保護に至る前の段階から早期に支援を行うことにより、生活困窮状態からの早期自立を支援する。 

平成30年度より家計再生のための支援を行う生活困窮者家計相談支援事業を実施する。 

 

２ 実施体制 

   主任相談支援員（室長兼務）１名・相談支援員１名・就労支援員１名及び家計相談支援員１名（平成30年度～）を配置 

    

３ 委託実績 

年  度 委  託  先 契 約 金 額 内      訳 委 託 方 式 

平成27年度 ㈱ＡＣＲ 12,518,064円 ①人件費  

主任相談支援員・相談支援員・就労支援員 

家計相談支援員（平成30年度～） 

②運営費  

消耗品費（複合機リース代等含む） 

印刷製本費・通信運搬費・交通費 

研修費 等 

公募型 

プロポーザル方式 

平成28年度 ㈱ＡＣＲ 11,672,985円 

平成29年度 ㈱福岡ソフトウェアセンター 11,653,200円 

平成30年度 ― 
 （当初予算額）               

13,059,000円 
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障がい当事者団体等活動補助金の内訳

予算額（円）

1,400,000 

420,000 

77,000 

社会・障がい者福祉課

本市に居住する精神障がい者及びその家族に対し、その自立を支援
し、会員相互の親睦や社会参加促進を目的とする当事者とその家族の
団体で、活動費補助金を交付し、精神障がい者等の自立を促進し、社
会参加活動を促進することを目的とする。

説明

飯塚市身体障害者福祉協会
代表者　貝嶋　榮一
会員数　278人

団体名

飯塚市手をつなぐ親の会
代表者　野上　和男
会員数　165人

本市に居住する身体障がい者、障がい児に対し、その自立を支援し、
会員相互の親睦や社会参加促進を目的とする当事者団体で、活動費補
助金を交付し、身体障がい者等の自立を促進し、社会参加活動を促進
することを目的とする。

本市に居住する知的障がい者、障がい児及びその家族に対し、その自
立を支援し、会員相互の親睦や社会参加促進を目的とする当事者とそ
の家族の団体で、活動費補助金を交付し、知的障がい者等の自立を促
進し、社会参加活動を促進することを目的とする。

嘉飯山地区精神障害者家族会「いずみ会」
代表者　辻田　雄一
会員数　24人
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移動支援事業の対象者、実際の支援事業等に関する資料 社会・障がい者福祉課

○移動支援事業

１　事業の概要

２　移動支援事業実施基準

対象者２人につき
支援員１人の場合

対象者３人につき
支援員１人の場合

対象者４人以上に
支援員１人の場合

1,010円 600円 500円 400円

1,890円 1,130円 940円 750円

2,640円 1,580円 1,320円 1,050円

670円加算 400円加算 330円加算 260円加算

2,450円 1,470円 1,220円 980円

3,880円 2,320円 1,940円 1,550円

5,640円 3,380円 2,820円 2,250円

6,440円 3,860円 3,220円 2,570円

7,240円 4,340円 3,620円 2,890円

8,040円 4,820円 4,020円 3,210円

800円加算 480円加算 400円加算 320円加算

３　過去５年間の給付実績

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

80人 76人 75人 72人 81人

5,435時間 5,803時間 6時間 5,398時間 4,057時間

移動支援事業

　　屋外での移動が困難な障がい者などに対して、外出のための支援を行うことにより、地域における自立生活及び社会参加を促すことを
　目的とする。なお、通年かつ長期にわたる外出となる通院、通学、通所などの送迎は対象外となる。
　（例）買い物、金融機関手続き、美容院、イベント参加等の外出時

区　　　　　　分

～1時間

～30分

個別支援

グループ支援

身体介護を伴わない

（※障がい支援区分１以上の者）

身体介護を伴う

（※障がい支援区分２以上の者）

～3時間

～1時間30分

～2時間

～1時間30分

3時間を超え30分ごと

～2時間30分

　※障がい支援区分の判定は、飯塚市障がい者自立支援審査会の判定結果に基づき決定している。

～1時間

～30分

1時間30分を超え30分ごと
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保育士確保緊急対策事業による保育士確保の見通しについて 子育て支援課

市内私立保育所等採用計画及び採用実績

採用計画 実採用人数 採用計画 実採用人数 採用計画 実採用人数 採用計画 実採用人数

52人 36人 52人 49人 46人 22人

31年度28年度 29年度 30年度
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医療保険課

子ども医療費助成について一部自己負担をなくした場合に必要な財源の試算　　　　　　　

対象 小1から小3 小4から小6 中学生 18歳年度末 合計

①件数 9,253件 6,296件 15,549件

②自己負担額
　1,200円

11,103,600円 7,555,200円 18,658,800円

③自己負担額
　1,200円未満（国保）

701,498円

④自己負担額
　1,200円未満（社保）

4,208,988円

23,569,286円

⑥件数 33件 20件 12件 18件 83件

⑦自己負担額
　3,500円

115,500円 70,000円 42,000円 63,000円 290,500円

⑧自己負担額
　3,500円未満（国保）

5,000円 1,000円 2,000円 1,500円 9,500円

⑨自己負担額
　3,500円未満（社保）

30,000円 6,000円 12,000円 9,000円 57,000円

357,000円

5,981,572円

71,778,864円

※制度改正後の平成28年10月から平成29年1月診療分（4か月分）実績で試算

⑩小計 ⑦＋⑧＋⑨

入
院

⑪一月あたり算定
合
計

⑫一年間に算定（必要な財源）

社保レセ：国保レセ件数の約6倍
        　⑧×6

通
院

⑤小計 ②＋③＋④

4,208,988円

701,498円

⑪×12か月

4か月分

社保レセ：国保レセ件数の約6倍
        　③×6

4か月分

（⑤＋⑩）÷4か月

備考

①件数×1,200円

⑥件数×3,500円
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病児保育事業の近隣自治体の実績比較表（制度と実績） 子育て支援課

27年度 28年度
29年度

（12月末現
在）

飯塚市 私立 2ヵ所
生後2か月

～小学6年生
7人

8：00
～18：00

課税世帯　　　　　2,000円
所得税非課税世帯　1,000円
市民税非課税世帯　　200円
生活保護世帯 　　　　無料

303人 235人 148人

嘉麻市 直営 1ヵ所
生後6か月

～小学6年生
4人

8：30
～17：30

一般世帯　　　　　2,000円
市民税非課税世帯　1,000円
生活保護世帯　　　　無料

2人目：半額

77人 55人 59人

直方市

宮若市

小竹町

鞍手町

田川市 直営 1ヵ所
生後3か月

～小学6年生
4人

8：00
～18：00

市内　　　　1,500円
ひとり親世帯　750円
生活保護世帯　無料

2人目：半額
3人目：無料

市外：3,000円

225人 186人 108人

行橋市

苅田町

みやこ町

広域運営
事務局は行橋市

対象年齢

私立 1ヵ所
生後4か月

～小学6年生
10人

定員設置者 設置個所

生後4か月
～小学6年生

私立 1ヵ所 9人

備考

一般世帯　　2,000円
非課税世帯　1,000円
生活保護世帯　500円

ひとり親・寡婦世帯　500円

2人目：半額
延長：全世帯　200円

一般世帯　　　2,000円
非課税世帯　　1,000円
生活保護世帯　1,000円

2人目：半額

7：30
～18：00

約980人 約1,200人 約1,100人

利用料
利用人数

318人 198人300人

利用時間

7：00
～18：00

（延長19時
まで）

広域運営
事務局は鞍手町
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 子育て支援センター(街なか子育て広場含む）の委託に関する予算積算資料及び契約書・業務に関する指示資料            子育て支援課  
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子育て支援課

民営化の時期 施設名 民営化時の定員 移譲先法人 備考

平成17年4月 横田保育所 60人 （社福）　幸樹会

平成21年4月 鯰田保育所 120人 （社福）　くすの樹会

平成22年4月 飯塚東保育所 90人 （社福）　真如会

平成24年4月 津原保育所 45人 （社福）　いしずえ会

平成25年4月 鎮西保育所 60人 （社福）　東雲会

平成26年4月 枝国保育所 90人 （社福）　常葉会

平成27年4月 相田保育所 120人 （社福）　いしずえ会

平成29年4月 幸袋こども園
保育所部　90人
幼稚園部　70人

（社福）　三和会

統廃合の時期 施設名 定員 統合保育所 備考

平成28年4月 菰田保育所 220人
菰田保育所　110人
徳前保育所　110人

公立保育所の民営化実施状況

公立保育所の統合実施状況

公立保育所民営化・統合事業の内容

- 47 -


